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1.四半期財務情報の作成等に係る事項

　①会計処理の方法の最近連結会計年度における ：有

     認識の方法との相違の有無

     (内容）○法人税等の計上基準 ：法定実効税率をベースとした予想税率により計算

 しております。

　②連結及び持分法の適用範囲の異動の状況 ：連結（新規）１社     持分法（新規）２社

2. 平成16年 3月期第3四半期業績の概況（平成 15年 4月 1日 ～ 平成 15年 12月 31日）

(1)経営成績（連結）の進捗状況 記載金額は、百万円未満切り捨てて表示しております。

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 百万円 百万円

16年 3月期第3四半期 261,813 17,714 15,326

（参考）15年 3月期 342,745 20,785 16,169

四半期（当期）純利益 １株当たり四半期 潜在株式調整後１株当た

（当期）純利益 り四半期（当期）純利益

百万円 円　　銭 円　　銭

16年 3月期第3四半期 9,766 21.13 19.53

（参考）15年 3月期 2,657 5.70 5.51

（注）当期より四半期業績の開示を実施したため、前年同四半期の実績は記載しておりません。

(2)財政状態（連結）の変動状況

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 3月期第3四半期 450,699 141,149 31.3 305.35

（参考）15年 3月期 467,198 134,928 28.9 291.82

（注）当期より四半期業績の開示を実施したため、前年同四半期の実績は記載しておりません。

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による  　財務活動による 現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 3月期第3四半期 6,565 △ 25,839 2,388 33,068
（参考）15年 3月期 48,420 △ 24,087 △ 9,925 50,240
（注）当期より四半期業績の開示を実施したため、前年同四半期の実績は記載しておりません。

3. 平成16年 3月期の連結業績予想（ 平成 15年 4月 1日  ～  平成 16年 3月 31日 ）
　 売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益 １株当たり当期純利益

百万円 百万円 百万円 円　　銭

通　　期 353,000 21,000 12,000 25.90

＊業績予想につきましては本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきまし
ては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。

(今回の業績予想は平成15年11月6日公表の決算発表時から修正しておりません。)



 

平成 16年 3月期 第３四半期連結業績の概況（９ヶ月間の累計） 

 

 

〔経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等〕 

 

当第３四半期におけるわが国経済は、昨年秋口からのドル安による影響はありましたが設

備投資の増加や中国、アセアン向け輸出の増加などにより景気は持ち直してきました。海外

につきましては、米国経済は減税効果による消費拡大や設備投資の回復等から景気は回復、

欧州経済は輸出の改善などから復調の兆しが見られました。アジア経済は堅調な消費や輸出

の伸びから景気拡大がつづく中国を中心に拡大傾向で推移しました。 

このような状況のなか、販売につきましては国内では全業種向け、海外につきましても等

速ジョイントを中心に自動車向けが堅調だったこともあり各地域ともに業績予想の水準で推移

しました。 

 その結果、当第３四半期の売上高は 261,813 百万円、地域別売上高は、日本 129,570 百万

円、北米 63,888 百万円、欧州 41,626 百万円、アジア他 26,729 百万円となりました。売上

高に占める海外売上高の割合は 50.5％であります。事業部門別売上高は、軸受 166,951 百万

円、等速ジョイント 76,024 百万円、精密機器商品等 18,838 百万円となりました。 

利益につきましては、販売が堅調に推移したことや事業構造改革「NEW Plan21」の諸

施策の効果も概ね想定通りとなったことから、営業利益は 17,714 百万円、経常利益は 15,326

百万円、純利益は 9,766 百万円となり業績予想通りに推移しました。 

事業構造改革「NEW Plan21」で取り組んでおります「収益体質の強化」では、目標達

成に向け外部調達価格の原価低減、物流費の削減、人件費構造の改革の活動を進めておりま

す。「国内外の生産再編成」では、中国に負けないコスト競争力を有するモデル工場の建設に

向けＮＴＮ三重製作所設立準備委員会を発足させ、本年 9 月の操業開始に向けて活動を開始

しました。市場拡大の続く中国では、中国第 2 位の軸受メーカー洛陽軸承集団有限公司及び

ニードル軸受を得意とする常州光洋軸承有限公司とそれぞれ生産・販売の合弁会社設立に向

けて具体的な検討を開始することに合意し「協議書」を締結しました。タイでは、ハードデ

ィスクドライブ（ＨＤＤ）モータに使用される流体動圧軸受ユニットの事業拡大に対応し、

同ユニットのコア部品である動圧軸受を生産している NTN MANUFACTURING (THAILAND) CO.,LTD.

で動圧軸受専用の新工場を建設することにしました。 
 

 

 

 



 

〔財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等〕 

 

 当第３四半期の営業活動によるキャッシュ・フローは、減価償却費 17,703 百万円、税金等

調整前四半期純利益 15,326 百万円等の収入に対して、早期退職優遇制度の実施に伴う割増退

職金等の支払額 20,446 百万円、法人税等の支払額 2,977 百万円等により 6,565 百万円の収入

となりました。 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出 27,350 百万円等に

より 25,839 百万円の支出となりました。 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の発行による収入 30,000 百万円、社債の償還

による支出 20,000 百万円、短期・長期借入金の純減少額 6,318 百万円等により 2,388 百万円

の収入となりました。 

これらに換算差額等を算入しました結果、当第３四半期末における現金及び現金同等物は

33,068 百万円となり、前期末に比べ 17,172 百万円の減少となりました。 

 株主資本は 141,149 百万円となり、前期末に比べ 6,221 百万円の増加となりました。株主

資本比率は 31.3％となり、前期末に比べ 2.4 ポイント上昇しました。 

 
〔業績予想に関する定性的情報等〕 

 

通期（平成 15 年 4 月 1日から平成 16 年 3 月 31 日）の連結業績は、平成 16 年 3月期中間

決算発表時の業績予想に対して、当第３四半期連結業績も想定した水準での実績であり、引

き続きドル安の懸念はありますが業績予想を達成できると見込んでおります。 

 



１．要約連結貸借対照表

 

(単位:百万円）

増　　減

    科                             目 (平成15年12月31日) (平成15年3月31日)

  資    産    の    部  450,699  467,198 △ 16,499

 流   動   資   産  228,335  246,440 △ 18,105

現 金 及 び 預 金  11,134  18,996 △ 7,862
受 取 手 形 及 び 売 掛 金  85,469  86,702 △ 1,233
有 価 証 券  6,995  6,998 △ 3
た な 卸 資 産  91,533  92,728 △ 1,195
そ の 他 の 流 動 資 産  33,632  41,417 △ 7,785
貸 倒 引 当 金 △ 430 △ 403 △ 27

 固   定   資   産  222,363  220,758  1,605

 (有 形 固 定 資 産） (  180,565 ) (  175,918 ) (  4,647 )

建 物 及 び 構 築 物  48,375  48,912 △ 537
機 械 装 置 及 び 運 搬 具  90,183  89,159  1,024
土 地  24,067  22,094  1,973
建 設 仮 勘 定  10,510  8,299  2,211
そ の 他 の 有 形 固 定 資 産  7,429  7,452 △ 23

 (無 形 固 定 資 産） (  2,178 ) (  2,202 ) ( △ 24 )

 (投資その他の資産） (  39,619 ) (  42,637 ) ( △ 3,018 )

投 資 有 価 証 券  20,330  16,854  3,476
そ の 他 の 投 資 そ の 他 の 資 産  20,132  26,730 △ 6,598
貸 倒 引 当 金 △ 843 △ 947  104

      合                     計  450,699  467,198 △ 16,499

当第3四半期 前　　期



  (単位:百万円）

当第3四半期 前　　期 増　　減

    科                  目

  負   債   の   部  306,370  330,119 △ 23,749

 流  動  負  債  191,265  237,303 △ 46,038

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 66,236 66,764 △ 528
短 期 借 入 金 69,326 82,023 △ 12,697
短 期 償 還 社 債 30,000 50,000 △ 20,000
未 払 法 人 税 等 2,029 2,066 △ 37
早 期 退 職 費 用 引 当 金 - 10,987 △ 10,987
そ の 他 の 流 動 負 債 23,673 25,461 △ 1,788

 固  定  負  債  115,104  92,815  22,289

社 債 50,000 20,000  30,000
長 期 借 入 金 12,470 9,422  3,048
退 職 給 付 引 当 金 45,483 53,646 △ 8,163
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 399 519 △ 120
製 品 補 償 引 当 金 3,371 4,500 △ 1,129
連 結 調 整 勘 定 264 1,055 △ 791
そ の 他 の 固 定 負 債 3,115 3,672 △ 557

3,178 2,150  1,028

 141,149  134,928  6,221

資 本 金 39,599  39,599 -
資 本 剰 余 金 52,622  52,622 -
利 益 剰 余 金 58,067  50,721 7,346
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 3,832  864 2,968
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 12,639 △ 8,609 △ 4,030
自 己 株 式 △ 333 △ 270 △ 63

      合               計  450,699 467,198 △ 16,499

(平成15年3月31日)(平成15年12月31日)

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部



２．要約連結損益計算書

百分比

（％） （％）

 261,813 100.0  342,745 100.0

 206,595 78.9  272,747 79.6

    売   上   総   利   益  55,217 21.1  69,997 20.4

 37,503 14.3  49,212 14.3

    営     業    利     益  17,714 6.8  20,785 6.1

営  業  外  収  益  2,992 1.1  2,259 0.6
   受 取 利 息 及 び 配 当 金 (  274 ) 0.1 (  325 ) 0.1
   そ          の          他 (  2,718 ) 1.0 (  1,934 ) 0.5
営  業  外  費  用  5,381 2.0  6,875 2.0
   支      払      利      息 (  2,154 ) 0.8 (  3,192 ) 0.9
   そ          の          他 (  3,226 ) 1.2 (  3,682 ) 1.1

   経     常     利     益  15,326 5.9  16,169 4.7

特    別    利    益     - -  14,484 4.2

特    別    損    失  - -  24,456 7.1

 15,326 5.9  6,198 1.8

5,441 2.1  3,213 0.9

 118 0.1  327 0.1

 9,766 3.7  2,657 0.8四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

少 数 株 主 利 益

法 人 税 等

   科                  目

当第3四半期

 至平成15年12月31日

 自平成15年 4月 1日

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

税 金 等 調 整 前 四 半 期 （ 当 期 ） 純 利 益

売 上 高

前　　期

売 上 原 価

百分比金　　額 金　　額

自平成14年4月 1日

至平成15年3月31日



     連結キャッシュ・フロー計算書     

当第3四半期

科                            目

百万円 百万円
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期(当期)純利益 15,326 6,198
減価償却費 17,703 23,838
連結調整勘定償却額 △ 792 －
貸倒引当金の増加額 30 243
早期退職費用引当金の増加額（△減少額） △ 10,987 10,987
退職給付引当金の減少額 △ 8,045 △ 13,387
早期退職優遇制度実施による退職金等の支払額 20,446 －
役員退職慰労引当金の増加額（△減少額） △ 119 28
製品補償引当金の増加額（△減少額） △ 1,128 4,500
受取利息及び受取配当金 △ 274 △ 325
支払利息 2,154 3,192
為替換算調整差額／為替差損 818 491
持分法による投資利益 △ 363 △ 431
体質改善に伴う固定資産除却損 － 607
子会社整理に伴う固定資産除売却損 － 303
投資有価証券評価損 － 2,564
売上債権の増加額 △ 362 △ 3,606
たな卸資産の減少額（△増加額） △ 453 4,196
仕入債務の増加額(△減少額) △ 460 12,604
役員賞与の支払額 △ 21 △ 27
その他 △ 2,052 1,543
  小計 31,415 53,521
利息及び配当金の受取額 932 945
利息の支払額 △ 2,359 △ 3,231
早期退職優遇制度実施による退職金等の支払額 △ 20,446 －
法人税等の支払額 △ 2,977 △ 2,814

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,565 48,420

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 30 △ 306
定期預金の払戻による収入 224 152
有形固定資産の取得による支出 △ 27,350 △ 24,820
無形固定資産の取得による支出 △ 525 △ 1,297
投資有価証券の売却等による収入 1,643 2,050
持分法適用関連会社株式取得による支出 △ 435 －
短期貸付金の純減少額 34 9
その他 600 123

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 25,839 △ 24,087

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純減少額 △ 10,027 △ 8,264

長期借入れによる収入 4,401 3,655
長期借入金の返済による支出 △ 692 △ 3,731
社債の発行による収入 30,000 －
社債の償還による支出 △ 20,000 －
少数株主への株式の発行による収入 1,044 995
親会社による配当金の支払額 △ 2,311 △ 2,314
その他 △ 24 △ 265

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,388 △ 9,925

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 335 △ 272
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △ 17,221 14,136
Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 50,240 36,072
Ⅶ 持分法非適用関連会社合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 31
Ⅷ 非連結子会社合併に伴う現金及び現金同等物の増加額 50 －
Ⅸ 現金及び現金同等物の期末残高 33,068 50,240

（注） 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
（平成15年12月31日現在） （平成15年3月31日現在）

現金及び預金 11,134 18,996
有価証券 6,995 6,998
短期貸付金 15,404 24,939
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △ 62 △ 256
短期貸付金のうち現先以外のもの △ 404 △ 438
その他の流動資産のうち現先以外のもの － －
現金及び現金同等物 33,068 50,240

前        期

自平成14年4月 1日
至平成15年3月31日

自平成15年4月 1日
至平成15年12月31日



 セ　グ　メ　ン　ト　情　報 

１. 事業部門別売上高情報

当第3四半期（自 平成15年4月1日   至 平成15年12月31日）
      (単位：百万円)

軸　受 等速ｼﾞｮｲﾝﾄ
精密機器
商品等

 　計　 

   売    上    高 166,951 76,024 18,838 261,813

前       期（自 平成14年4月1日   至 平成15年3月31日）
      (単位：百万円)

軸　受 等速ｼﾞｮｲﾝﾄ
精密機器
商品等

 　計　 

   売    上    高 220,685 98,875 23,185 342,745

２. 所在地別セグメント情報
      (単位：百万円)

日     本 北　　 米 欧     州 ｱｼﾞｱ他  　計　 
消去又
は全社

連　　結

   売    上    高
 　(1) 外部顧客に対する売上高 138,635 63,780 41,775 17,622 261,813  　　　― 261,813
 　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 57,681 588 133 13 58,415 (58,415)  　　　―
 　    又は振替高

計 196,316 64,368 41,908 17,635 320,228 (58,415) 261,813
   営  業  費  用 183,870 62,535 39,919 16,703 303,029 (58,931) 244,098
   営  業  利  益 12,446 1,832 1,989 931 17,199 515 17,714

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

        1.国又は地域の区分の方法………………………地理的近接度による。
        2.各区分に属する主な国又は地域………………北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米

      (単位：百万円)

日     本 北　　 米 欧     州 ｱｼﾞｱ他  　計　 
消去又
は全社

連　　結

   売    上    高
 　(1) 外部顧客に対する売上高 182,649 92,702 47,952 19,440 342,745  　　　― 342,745

 　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 67,029 263 75 7 67,376 (67,376)  　　　―
 　    又は振替高

計 249,679 92,965 48,028 19,448 410,121 (67,376) 342,745
   営  業  費  用 236,876 88,866 46,681 17,562 389,987 (68,028) 321,959
   営  業  利  益 12,802 4,098 1,347 1,885 20,134 651 20,785

(注) 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
        1.国又は地域の区分の方法………………………地理的近接度による。

        2.各区分に属する主な国又は地域………………北米  ：アメリカ，カナダ
欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米

前          期
自 平成14年4月 1日

至 平成15年3月31日

自 平成15年 4月 1日

至 平成15年12月31日
当第3四半期 〕〔

〔 〕〔



３．海 外 売 上 高

当第3四半期（自 平成15年4月1日   至 平成15年12月31日）
(単位：百万円)

北    米 欧    州 ｱｼﾞｱ他 計
Ⅰ 海 外 売 上 高 63,888 41,626 26,729 132,243
Ⅱ 連 結 売 上 高 261,813
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る ％ ％ ％ ％
　 海 外 売 上 高 の 割 合 24.4 15.9 10.2 50.5

(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
          1.国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。
          2.各区分に属する主な国又は地域……北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス等
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米等

     ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前       期（自 平成14年4月1日   至 平成15年3月31日）
(単位：百万円)

北    米 欧    州 ｱｼﾞｱ他 計
Ⅰ 海 外 売 上 高 92,696 47,871 32,168 172,735
Ⅱ 連 結 売 上 高 342,745
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る ％ ％ ％ ％
　 海 外 売 上 高 の 割 合 27.0 14.0 9.4 50.4

(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
          1.国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。
          2.各区分に属する主な国又は地域……北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス等
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米等

     ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。




